
 

 



Ⅰ 少子高齢化の現状と将来展望

韓国では高齢化よりも先に，少子化の急速な

進行が叫ばれて久しいが，人口構造の現状や将

来展望はどのようなものだろうか。図 1は韓

国の総人口および年齢集団別の人口規模，図

2 は日韓における年齢集団別の人口比率の推

移を示している。2022 年現在，韓国の総人口

は 5,167 万人で，2020 年にはすでにピーク

（5,184 万人）を迎えた。今後，2030 年代まで

は緩やかな減少が続くとみられるが，その後は

急激な人口減少に見舞われ，半世紀後の 2072

年には約 30％減となる 3,622 万人まで落ち込

むとされる。なお，日本は 2010 年に総人口の

ピークを迎えたが，半世紀後の 2060 年には

25％減，2070 年には 32％減と，同様の人口減

少が見込まれる。

年齢集団別では，生産年齢（15〜64 歳）人

口も 2019 年にすでにピーク（3,763 万人）を

迎え，この先の減少が著しい（2060 年代半ば

には，65 歳以上の老年人口を下回る）。生産年

齢人口の比率は，2010 年代前半（73.4％）が

ピークであったことから，韓国は「人口ボーナ

ス」から「人口オーナス」を享受する社会に変

化しつつある1)。日本でも生産年齢人口の比率

は 1992 年にピーク（69.8％）を迎え，その値

は韓国より若干低いものであったが，その後は
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えている。



74 世界経済評論 2024年7月8月号

特集2 新次元の日韓関係

図1 韓国の総人口および年齢集団別の人口規模の推移

（注）2022〜2027 年は，2022 年基準の将来人口推計にもとづく。

（出所）統計庁「国家統計ポータル」（http://kosis.kr）をもとに筆者作成。

図2 韓国と日本における年齢集団別の人口比率の推移

（出所）統計庁「国家統計ポータル」（http://kosis.kr）をもとに筆者作成。



比較的緩やかな減少が続いている。ところが，

韓国は 2040 年代後半には日本を下回る水準ま

で低下することが予想され，日本よりも短い期

間でより大きな「人口オーナス」を経験するこ

とになる。

一方，老年（65 歳以上）人口は 2017 年には

年少（15 歳未満）人口を逆転し，加速度的に

伸び続けている。その割合を示す高齢化率は

2022 年現在 17.4％で，2018 年には高齢社会

（高齢化率 14％超）にすでに達した。韓国の人

口分布で一大ボリュームゾーンをなすベビー

ブーム世代（朝鮮戦争休戦後の 1955〜1963 年

生まれ）が，2020 年から 65 歳に到達し始めた

ことで，高齢化は今後さらに急速に進んでいく

とみられる。2020 年代半ば頃には，早くも超

高齢社会（高齢化率 21％超）に到達する見込

みである。さらに，2040 年代前半には日本の

高齢化率を上回り，その後もハイペースな上昇

が続いて，2060 年代後半には生産年齢人口の

比率をも凌駕するとされる。老年人口は規模こ

そ 2040〜2050 年代にかけて頭打ちになるもの

の，少子化と人口減少によって高齢化率は

2072 年には実に 47.7％まで増加すると予想さ

れる。こうした短期間での急激な高齢化の進展

は，現役世代の人口が縮減するなかで，彼らに

対する大幅な扶養負担の増大に直結する。

ピーク時（1960〜1970 年代前半）には総人

口の 4割以上を形成していた年少人口の減少も

著しく，年少人口比率はあと数年で 1 割を切

る。生産年齢人口の減少とあわせて，それらの

背景には当然のことながら，急速な少子化の進

行がある。公式統計のとれる 1970 年以降，韓

国の合計特殊出生率は低下の一途をたどってき

た。2000 年代以降は，韓国は日本の水準を下

回るようになり，2005 年には当時の過去最低

を日韓で記録した（韓国：1.09，日本：1.26）。

その後，両国では微増や横ばい傾向が続いた

が，2010 年代後半から韓国は再び下降局面に

陥った。2018 年には初めて 1.0 を下回り，少

子化の進行には現在も歯止めがかかっていない

（2023 年は 0.72）2)。実は 2010 年代半ば時点で

の将来人口推計では，総人口のピークは 2030

年と予想されており，将来の高齢化率の上昇

も，現在の想定よりは若干緩やかなものであっ

た。2020 年以降のコロナ禍の影響はあるにせ

よ，近年の出生率の低下傾向や出生数の減少

が，人口減少や高齢化にとってもいかに甚大な

ものであるかを物語っている。

Ⅱ 成長会計：資本・労働力・生産性

以下では，生産年齢人口の減少や高齢化と

いった人口変動下における，労働力の問題につ

いて考えてみたい3)。その前に，経済成長と労

働力をはじめとする生産要素との関係について

整理する。成長会計によれば，生産要素として

必要な資本や労働力，生産性を最大限に生かし

て達成される経済成長率のことを，潜在成長率

と呼ぶ。つまり，潜在成長率は生産に投入され

る資本量や労働量の変化，さらにイノベーショ

ンなどによる技術進歩や生産性の上昇によって

決定される。韓国の潜在成長率は，1980 年代

以降徐々に低減してきた。その主な要因は，企

業などによる投資の源泉となる貯蓄の伸びが，

家計部門を中心に鈍化して，資本投入の寄与度

が低下したことがあげられる。高齢化は貯蓄を

取り崩して消費に回す高齢者世帯の増加を通じ

て，家計貯蓄率の低下をもたらすと考えられる

ため，資本投入の寄与低下は今後も避けられな

い4)。また，人口変動がより直接的に影響する
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のは労働量であり，人口減少や高齢化によって

低減する労働投入の寄与度は，将来的には潜在

成長率を押し下げるように作用していくと考え

られる。

このように考えると，イノベーションによっ

て生産性の向上を図ることは，成長戦略にとっ

て喫緊の課題であることは間違いない。一方

で，資本蓄積や労働投入に影響を与える労働力

をいかに確保していくかという問題も，潜在成

長力の底割れを防ぐ上で同様に重要である。先

述の通り，韓国ではベビーブーム世代が 2020

年代に入って 65 歳に達し始めたことで，高齢

者の定年に伴う労働市場からの引退や公的年金

の受給といった社会経済的なインパクトが顕在

化しつつある。ただし，65 歳以上になっても

労働市場に残り続ける高齢者は一定数おり，そ

うした高齢労働者は現役世代の労働力人口の減

少を補完する意味合いも持っている。

Ⅲ 高齢化における高齢労働者の問題

それでは，韓国の高齢労働者の状況には，ど

のような特徴がみられるだろうか。図 3は，

韓国の労働力人口の推移を 65 歳未満と 65 歳以

上に区分して示している。全体の労働力人口

は，これまで一貫して増大してきた。特徴的な

のは，65 歳未満はとりわけ 2010 年代後半から

伸び悩むなかで，65 歳以上は 2000 年代以降大

きく増加してきた。労働力人口に占める 65 歳

以上の割合も，2000 年には 5％弱にすぎなかっ

たのが，2023 年には 12.4％まで増加した。こ

れは，生産年齢人口の減少を補う形で上昇を続

ける日本の高齢労働力人口の比率（2023 年に

は 13.4％）に匹敵する水準である。

また，図 4は日韓における中高年齢者の労

働力率の推移を示している。まず，55〜64 歳

の労働力率をみると，日本のほうが韓国よりも
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（注）労働力人口とは，15 歳以上人口のうちで就業者と完全失業者を合わせた人口である。

（出所）統計庁「経済活動人口調査」をもとに筆者作成。

図3 韓国の労働力人口の推移



高く推移してきた。日本では 2013 年以降の伸

びが顕著であるが，これは 2012 年の高年齢者

雇用安定法の改正によって，翌年度から 65 歳

までの雇用確保措置が完全義務化されたためで

ある。韓国でも，2010 年以降にはベビーブー

ム世代の参入によって伸びてはいるものの，60

歳定年制（2016 年から段階的に義務化）の壁

があって，日本ほどには高まっていない。対照

的に，65 歳以上の労働力率では，韓国は日本

を上回る水準で推移してきた。日本では，2012

年の高年齢者雇用安定法改正の波及効果が 65

歳以上においても一定程度みられたが，何より

も公的年金制度の成熟化によってその伸びは緩

慢である。公的年金を含む老後の所得保障制度

が成熟していない韓国では，高齢者の労働力率

はもともと相対的に高い水準にあったが，近年

は後述する政府の高齢者雇用事業によってさら

に大きく上昇している。

韓国で高齢者の労働市場への参加が高まって

いる背景には何があり，そこにはどのような課

題がみられるのだろうか。高齢者の高い労働力

率の最大の要因は，高齢期における生活費の不

足という金銭的な動機付けである。定年後の雇

用確保と年金受給の接続を図る目的で高齢者雇

用政策が実施されてきた日本とは異なり，韓国

では定年年齢と年金受給開始年齢の間にギャッ

プが存在する5)。年金受給が始まっても，給付

水準は決して高くないため，追加的な所得源が

必要となる場合が一般的である。現に高齢者世

帯の所得構成をみると，被用者が得る勤労所得

と自営業者などが得る事業所得で全体の 6割以

上を占め，年金受給などの移転所得は 2割ほど

しかない。高齢者であっても，主な所得源を自

身や家族の稼得所得に頼らざるを得ないのが韓

国の現状である。

皮肉にも，そうした高齢者への就労機会を政

府が公共事業として提供している側面があり，

それが近年における高齢者の労働市場への参入

を促してきた。高齢者向けの雇用事業は，主に

サービス部門での非正規の単純労務を中心に，
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図4 韓国と日本における中高年齢者の労働力率の推移

（注）労働力率とは，15 歳以上人口のうち，労働力人口が占める割合である。

（出所）統計庁「経済活動人口調査」，総務省統計局「労働力調査」をもとに筆者作成。



文在寅・前政権時代に積極的に推進された6)。

また，定年退職後に飲食や小売り，不動産と

いった自営業者に転身する高齢者も多い。こう

した高齢労働者は増加の一途をたどるものの，

長期にわたって安定的に続けられるものではな

く，当然のことながら生産性の課題も抱えてい

る。財政健全性が重視される韓国では，高齢者

に対する社会保障給付の抜本的な改善は望めな

い。そうしたなかで，高齢化を背景に高齢労働

者は今後も拡大し続けていくだろう。健康不安

などを抱えがちな高齢者の就業先は，ある程度

限定されたものにならざるを得ない。しかし，

減少する現役世代の労働力人口を高齢労働者が

代替していくには，より付加価値や熟練度の高

い業種・職種への移動を促す労働市場改革やリ

スキリングが必要になると考えられる7)。

Ⅳ 女性労働力の変化と課題

人口変動下における労働力の問題を考えるに

あたって，高齢労働者の確保と並んで重要なの

が，女性の労働市場への関わり方である。女性

の労働力率は近年では日韓で同水準であり

（2023 年現在，韓国は 55.6％，日本は 54.8％），

結婚や妊娠・出産，育児に伴う労働市場からの

退出入およびキャリアの中断も両国で共通の課

題になっている。しかし，年齢による変化や働

き方の観点からみると，日韓での違いが浮き彫

りになってくる。

図 5および図 6は，韓国と日本における年

齢階級別での女性の労働力率の推移を示してい

る。直近の 2023 年に着目すると，65 歳以上の

高齢者層以外は全ての年齢階級において，韓国

78 世界経済評論 2024年7月8月号

特集2 新次元の日韓関係

（出所）統計庁「経済活動人口調査」をもとに筆者作成。

図5 韓国の年齢階級別における女性労働力率の推移



女性よりも日本女性のほうが高いことがわか

る。全体の労働力率では韓国女性のほうが若干

高いにもかかわらず，このような違いが表れる

のは，先述したようにボリュームゾーンの大き

い日本の高齢者の低い労働力率が全体を押し下

げているためである。

年齢階級別に時系列での変化に注目すると，

日本女性では 20 歳代前半以下を除いて，きれ

いに上方シフトしており，いわゆるM字カー

ブも解消する方向に進んでいる。その背景には

未婚者の増加もあるが，30 歳代の有配偶女性

中心に，労働力率が大幅に改善したことが大き

い。しかし，日本の有配偶女性の多くは，非正

規職として労働市場に再参入する傾向が強い。

一方の韓国女性では，高学歴化によって 20 歳

代前半以下の労働力率は低下するとともに，比

較的M字を残したまま，底の部分が 30 歳代前

半（2000 年）から 30 歳代全般（2010 年），30

歳代後半〜40 歳代前半（2023 年）へと右上に

シフトしている。韓国で 20 歳代後半から 30 歳

代にかけて，女性の労働力率が大幅に上昇した

のには，未婚者の増加が大きく影響している。

また，M 字の凹み部分のシフトについては，

日本と同様に晩婚化や出産年齢の上昇によると

ころが大きい。ただし，韓国では女性の正規雇

用の割合が高齢者層を除いて日本よりも高いな

かで，M 字カーブが残存していることを考え

ると，出産や育児に伴うキャリア断絶の影響が

それだけ強いことが示唆される。

高学歴化の進む韓国では，少子化の進行や定

着を所与として，未婚女性や子供のいない有配

偶女性の労働参加は今後も高まっていくだろ

う。そうしたなかでも，出産や育児などによっ

て労働市場からの離脱を余儀なくされる女性の
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図6 日本の年齢階級別における女性労働力率の推移

（出所）総務省統計局「労働力調査」をもとに筆者作成。



数を減らし，機会損失の発生を抑えていくこと

は，潜在成長力への貢献という観点からは日本

以上に有益であるかもしれない8)。しかしなが

ら，本来は未婚や既婚，子供の有無にかかわら

ず，キャリアの継続や蓄積を希望する女性（あ

るいは男性）への支援強化を図る制度改革を

行っていくことが健全な道筋であろう。

Ⅴ 個人消費・家計負債・不平等

これまで人口変動に伴う経済的なインパクト

に関して，労働力を中心に生産や供給面からみ

てきたが，最後に消費水準や消費・投資行動と

いった需要側面，およびそれに関連して家計負

債や経済格差という韓国特有の問題についても

考えてみたい。人口減少や高齢化による潜在成

長率の低下は，国民所得の伸び悩みや減少につ

ながるが，個人消費にはどのような変化がもた

らされるだろうか。その背後には，どのような

メカニズムが働くだろうか。

韓国ではベビーブーム世代の高齢化によっ

て，国内需要のなかで高齢者市場が拡大してい

くことが期待される。2008 年には老人長期療

養保険制度（日本の介護保険制度に相当）が早

期導入され，高齢者を対象としたシルバー関連

産業やシニアビジネスの成長や発展への機運も

高まっている。高齢化の進展や介護保険制度の

導入で先行する日本では，2000 年代以降に団

塊世代をはじめとする高齢者向け市場が拡大

し，介護サービスや医療機器・福祉用品などの

分野を中心に，シルバー産業が成長した。ま

た，潤沢な金融資産や年金所得などを背景に，

日本では高齢者が国内消費の主力をなしてき

た。韓国でも，同様の消費構造の変化が起こる

だろうか。統計庁の「家計動向調査」によれ

ば，50 歳代後半から食料品や住居費，介護を

含めた保健医療費の支出割合が上昇するととも

に，60 歳代以降ではこれら生活の基礎的な項

目が消費支出の多くを占める。近年は租税や社

会保障負担，借入金の利払いといった消費を目

的としない非消費支出の増加によって，平均消

費性向も低下している。韓国のベビーブーム世

代は，それ以前の高齢者世代と比べて貯蓄や資

産，年金所得などの経済的基盤が比較的安定し

ているとされる。とはいえ，前述した高齢者世

帯の所得状況も鑑みると，韓国では高齢者層が

今後の国内消費を牽引していくとは考えにく

い。

高齢化によるライフサイクルを通じた消費変

化を分析した直近の研究によれば，近年では

50 歳代をピークに個人消費は頭打ちとなり，

高齢化はこれまでに年平均 1％程度，とりわけ

高齢期における消費水準を押し下げてきた9)。

ベビーブーム世代の消費活性化はある程度みら

れるものの，国内消費全体への効果は限定的

で，高齢化による消費水準の減退は今後も続く

とされる。その最も大きな要因は，期待寿命の

伸長に伴う将来の消費支出に備えて，現在の消

費水準を減らすような行動変化が起こるためで

ある。しかし，そうした現在消費の抑制が，必

ずしも家計貯蓄の増加につながるわけではな

い。

韓国では，家計資産の大部分は住宅をはじめ

とする不動産が占め，金融資産よりも圧倒的に

多い。したがって，消費水準の低下分（現在消

費の犠牲分）を，住宅取得を目的とする不動産

投資に回すことで，将来所得の増大を図ろうと

する10)。その一方で不足する資金源について

は，金融機関からの不動産融資や住宅担保貸出

によって積極的に調達される傾向にある。2000
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年代以降は，金融機関の主な融資対象が企業か

ら家計に変化したため，低金利基調や住宅価格

の上昇を背景に，家計負債残高が急増してき

た。現状で家計債務の多くは高所得者層に偏重

しており，すぐに家計破綻に直結するリスクや

金融システムへの影響は少ないとみられる。他

方で，家計負債の累増は資産保有や資産所得の

不平等化につながっているという指摘があ

る11)。韓国では 2010 年代にかけて，再分配効

果もあって可処分所得でみた所得格差は，大幅

に改善してきた。しかし，高齢化はそもそも経

済格差の大きい高齢者世帯の増加を通じて，社

会全体の不平等拡大を助長していくような構造

変化である。人口変動による成長力低下の一方

で，資産を通じた経済格差の拡大という社会の

不安定化にも目を向ける必要がある。

［注］

1）総人口に占める生産年齢人口の割合が上昇することで労働

力が増加し，経済成長が促進されることを「人口ボーナス」

という。逆に「人口オーナス」とは，生産年齢人口の比率が

低下して労働力が減少し，経済成長が抑制されることをい

う。

2）韓国における少子化の背景には，晩婚化や未婚化，出産年

齢層の女性人口の減少のほか，雇用・就業の不安定化や教

育・養育費および住宅費用の負担増といった社会経済的な要

因がある。しかし，より根本的な問題として結婚や出産に対

する選択的な考えや否定的な価値観があると考えられる。

3）本稿では，主に高齢者と女性の労働力の問題に焦点を当て

る。その他，外国人労働者の受け入れや確保も重要な課題で

あるが，紙幅の都合上，ここでは割愛する。

4）韓国の家計貯蓄率は，2000 年代にかけて 5％未満に低迷す

る時期があったが，2010 年代に入って回復し，近年では

10％前後で推移している。日本では高齢化の影響を大きく受

けて，コロナ禍の時期を除くと 5％を超えることはほぼなく

なった。

5）韓国で最大の加入者を抱える国民年金では，老齢年金の支

給開始年齢を 60 歳から 65 歳へ 5 年ごとに 1 歳ずつ引き上げ

る措置が，2013 年から開始された。2023 年現在，支給開始

年齢は 63 歳である。

6）高齢者雇用事業の内容は，清掃などの環境整備や施設運営，

単純な事務作業が一般的である。

7）高齢者の雇用促進を仮定して，将来の就業者数の規模を推

定した研究によれば，生産性を調整することで，熟練度の低

い業種では雇用促進の効果が相殺されてしまうのに対して，

高熟練度のサービス業では想定以上の雇用規模が達成される

ことが示されている。（キムヘジン・チョンジョンウ（2023）

「人口構造変化による産業別雇用人力変化と政策対案別効果

推定：女性および高齢者雇用拡大を中心に」韓国銀行経済研

究院『経済分析』第 29 巻第 3号）

8）キム・チョン（2023）によれば，30 歳代から 40 歳代前半の

女性就業率の上昇は，熟練度の高いサービス業において特に

雇用増大効果（生産性の調整済）が大きい。

9）チョンドンジェ（2022）「人口高齢化による経済主体らの生

涯周期消費変化分析」韓国銀行『調査統計月報』第 76 巻第 2

号。

10）キムスヒョン・ファンソルン（2023）「我が国の家計負債

と所得不平等」韓国銀行『BOK経済研究』第 2023-23 号。

11）前掲のキム・ファン（2023）。
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